
【資料 3】 

 

老人福祉法 

(養護老人ホーム) 

第二十条の四 養護老人ホームは、第十一条第一項第一号の措置に係る者を入所させ、養

護するとともに、その者が自立した日常生活を営み、社会的活動に参加するために必要な

指導及び訓練その他の援助を行うことを目的とする施設とする。 

(平二法五八・追加・一部改正、平一七法七七・一部改正) 

 

(施設の設置) 

第十五条 都道府県は、老人福祉施設を設置することができる。 

～中略～ 

３ 市町村及び地方独立行政法人(地方独立行政法人法(平成十五年法律第百十八号)第二条

第一項に規定する地方独立行政法人をいう。第十六条第二項において同じ。)は、厚生労働

省令の定めるところにより、あらかじめ、厚生労働省令で定める事項を都道府県知事に届

け出て、養護老人ホーム又は特別養護老人ホームを設置することができる。 

４ 社会福祉法人は、厚生労働省令の定めるところにより、都道府県知事の認可を受けて、

養護老人ホーム又は特別養護老人ホームを設置することができる。 

 (昭六〇法九〇・平二法五八・平六法五六・平九法一二四・平一一法一六〇・平一二法一一

一・平一五法一一九・平二三法七二・一部改正) 

 

 

社会福祉法 

(定義) 

第二条 この法律において「社会福祉事業」とは、第一種社会福祉事業及び第二種社会福

祉事業をいう。 

２ 次に掲げる事業を第一種社会福祉事業とする。 

      ～中略～ 

三 老人福祉法(昭和三十八年法律第百三十三号)に規定する養護老人ホーム、特別養護老人

ホーム又は軽費老人ホームを経営する事業 

 

(経営主体) 

第六十条 社会福祉事業のうち、第一種社会福祉事業は、国、地方公共団体又は社会福祉

法人が経営することを原則とする。 

 


